
「つなぐ」をテーマに、５県集落法人等連絡協議会サミットが、集落営農組織71

組織117名および関係者130名の計247名参加の中、高知市で１１月5日、6日、

盛大に開催されました。

これまでも、「法人の継続」「法人間連携」「地域を守る」などをキーワードに開催さ

れた5県サミット、今回は「つなぐ」をテーマに世代・組織・地域などとの様々な連携から

生まれる活動を学び、各地域での取り組みに活かすために開催されました。

サミットではまず、下記のとおりそれぞれの県から事例報告がされ、これを基にパネル

ディスカッションが行われました。

また、2日目は四万十川流域で活動を行う、(農)ひらの、㈱サンビレッジ四万十の説

明を受け、園芸生産に力を入れている㈱サンビレッジ四万十の生姜農場を視察しまし

た。

１．「世代をつなぐ、組織をつなぐ、地域をつなぐ」 ～５県集落法人等連絡協議会サミットの開催 in高知～

２．第45回大分県麦作・豆類経営改善共励会 4会員が「優秀賞」受賞 おめでとうございます！

３．食品衛生法の一部改正 ～食品の製造・加工、調理、販売(直売)等を行う法人は要チェック～

４．第４回全国集落営農サミット ～集落営農の広域化・連携・再編で活路を見出す～

５．大分市集落営農法人連絡協議会 研修・交流会(意見交換会)

特 集

「世代をつなぐ、組織をつなぐ、地域をつなぐ」 ～５県集落法人等連絡協議会サミットの開催～

＜㈱ファームサポート広島中央＞

広島県からの事例報告では、生産コスト低減に向けて法人間連携に取組み、農機

具所有台数の減少を中心に作業効率を上げたことや、ＪＡからの出資を基にドローン

を購入し、ドローン防除の受託拡大で収益確保に取り組んだ事例。

＜元気 よしだファーム＞

島根県からは、人口流出の中「このままでは農地が守れない」との危機感から、従来

から組織されていた地域づくり協議会（自治組織、企業、営農組合、NPO法人などが

参加）で新たに『農業班』を編成し、1年かけた協議の結果に集落営農組織6団体に

よる広域連合組織「元気ファーム よしだ」を組織して、資材コストの低減や機械の共同

購入、人材の確保に取り組んだ報告。

＜㈱Ａ・Ａ名田島＞

山口県からは、地域の農業環境が大きく変化していく中、地区内の個人・法人の声

(アンケート調査)を基に、名田島地区農業法人連携協議会を2017年に設立し、法

人間連携の取組や連合体設立に関する検討を開始。そして、2019年9月基本理念
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に基づき「株式会社アグリ・アシスト名田島」を設立し、コスト低減、収入のアップ、若手人材の確保に地域で取り組む連合組織が誕

生し、活動していることが報告。



　　　　　　　　　　　　　　　　(下写真)
　　　　　　　　　　　　　　　　(農)新庄農地利用組合の加工品

＜(農)ふぁー夢宗呂川＞

高知県からは、平成13年9月の高知県西南豪雨災害で農機や農地に大きな被害

を受けた3集落が、豪雨災害後の営農を継続するために協議会を設立し、こうち型集

落営農(園芸品目を導入し農業所得を確保する)の取り組んだ事例が報告された。3

組織での法人化に向けては、集落ビジョン「3組織の一体化・5年後の法人化、農地の

集積、ブロッコリーの産地化」を作成して取組み、平成26年1月に同法人の設立により

「農業・農地を守ることで、地域の自治・伝統文化を守る」という運営理念のもとでの活

動報告でした。

＜(農)新庄農地利用組合＞

大分県からは、杵築市の(農)新庄農地利用組合の富来征一組合長から、「地域とのつながり」をテーマに報告しました。

<地域とのつながり事例>

○加工グループ「麦の穂」の活動・・・農家カフェの営業、農産物の加工販売、カフェでの地元バンドの活動支援

○畜産農家との連携・・・WCS栽培の開始

○地元資源の活用・・・ちりめんじゃこを使った「ちりめん米」の生産・販売(化学肥料・農薬の5割削減)

○次世代へつなぐ取組み・・・地元小学生の農業体験受入れ

○組織をつなぐ取組み・・・地区の協議会の取りまとめ、市長との意見交換会など

加工グループ「麦の穂」 麦の穂カフェのランチ カフェでの地元バンド活動 地元小学生の農業体験・田植え

(上)

東京農業大学と共同開発

したパウダー

第45回大分県麦作・豆類経営改善共励会 4会員が「優秀賞」受賞

第45回大分県麦作・豆類経営改善共励会の表彰式が、12月3日大分県農業会館6階ホールで開催され、法人会会員4法人

が優秀賞に、1法人が奨励賞に輝きました。共励会は麦・豆類の生産農家の生産技術の向上と経営の改善を目的として、JA大分

中央会が主催しているものです。31年産の麦・豆類の生産は、昨年産に比べて麦で100haの増加、豆類で70ha減少した中での審

査となり、以下の方々が受賞しました。

【麦作・集団の部】 【大豆・集団の部】

最優秀賞 (有)葛原アグリ 宇佐市葛原 最優秀賞 該当なし

優秀賞 (農)新庄農地利用組合 杵築市日野 優秀賞 (農)おはる 豊後大野市清川町

優秀賞 木佐上農事組合法人 大分市木佐上 奨励賞 木佐上農事組合法人 大分市木佐上

優秀賞 (農)白鹿の里 豊後大野市千歳村



「食品衛生法等の一部を改正する法律」が平成30年６月13日に公布され、令和2年6月１日から施行されます。2021年まで

は現行基準が適用されますが、これにより、原則、全ての食品など事業者(食品の製造・加工、調理、販売等を行う事業者)に、

HACCPに沿った衛生管理の実施が求められ、必要に応じて行政などの指導が入ることとなりました。さらに、対象となる事業者を「営

業許可制度」の見直しに加え、新たに「営業届出制度」が創設され保健所への届出が必要となりました。

今後、集落営農法人が行う「みそ製造業」「飲食店営業」「菓子製造業」などは、業界団体が作成する手引書に基づく「HACCPの

考え方を取り入れた衛生管理」の実施が求められます。「精米・精麦業」「小麦粉製造業」などについては営業届が必要となり、こちら

についてもHACCPの考え方を取り入れた衛生管理が必要となります。

県域担い手サポートセンターでは、今後、今回の食品衛生法の一部改正に伴う研修会を開催する予定ですので、これらに該当する

法人は、研修会の案内にご注意ください。

食品衛生法の一部改正
～食品の製造・加工、調理、販売(直売)等を行う法人は要チェック～

「第４回全国集落営農サミット(令和元年度集落営農法人全国交流集

会)が12月9日・10日の両日、TKP東京駅セントラルカンファレンスセンターで

開催されました。全国から130余名の集落営農法人の役員他、JA・行政関

係者などが集まり、喫緊の課題である「人材不足問題」「経営発展」への対

応について、熱心に耳を傾けていました。

本県からは3名の会員と関係者3名、計6名が参加し、課題となっている集

落営農の広域化・連携・再編の参考に、2日目のグループ討議でも全国から

参加した方と情報交換しました。

<事例報告>

今回のサミットでは組合員の高齢化による「畦畔管理」「水管理」や長年の活動により「他人ごとになりつつある組合員の

意識」を、どのようにして解決していったかを、全国の3つの法人から事例報告がありました。

そのキーワードが『広域化・連携・再編』です。

第4回全国集落営農サミット ～集落営農の広域化・連携・再編で活路を見出す～



　

大分県集落営農法人会ＨＰアドレス→→→ www.syuurakueinou.oita.jp/

★今年度、法人会の土壌診断助成金を活用するとしていた会員は、「助成金申請書」は早めの提出をお

願いします。また、申請用紙など不明な場合は、事務局までご連絡ください。 ☎097-574-8971

担当/松田

事務局からのお知らせ

2月12日(水)～13日(木) JA新春農機フェア2020(後援事業) 会場; 別府市 ビーコンプラザ

大分市集落営農法人連絡協議会の研修会・意見交換会か゛、12月13

日(金)に市内で開催され、会員他地区内外法人・関係者30余名が参加して

開催されました。

研修会では、農業用ドローンの試験飛行と農機具セルフメンテナンスの講習

が行われ、参加者は食い入るように見ていました。

また、意見交換会(懇談会)ではアルコールも加わり、和やかな中にもこれから

の法人経営について熱く意見が交わされ、とても良い時間が持てました。

今後の行事

<事例報告>

◎岩手県の(農)なべくらは３つの任意組織を1つの広域法人にすることで、機械や人材の有効活用を図るとともに、農

地の集積を実現していった。

◎岐阜県の(農)ファーム佐見は、地区の連協で顔見知りであった佐見地区の3組織(任意)が、将来への不安から話し

合いを続け、それぞれが法人化をするとともに(自分の地区は自分たちで守る)、３法人による適格合併を果たすことにより、

田植機台数の削減、コンバイン利用・大豆播種作業の法人間連携、オペレーターの法人間調整を実現していった。(長期

ビジョンによる長期的なスパンで対応)

◎広島県の(農)重兼農場は、地域の中でリーダー的な法人が、地元JAと近隣の5つの法人で共同出資会社(株)

ファームサポート広島中央を設立し、地域の個人や他法人へのバックアップを行っています。従業員4人で、作業受託(JAか

らはドローン水稲防除作業300ha)や契約栽培等実施。

そのキーワードが『広域化・連携・再編』です。

また、農林水産省からの講義では、今年度から進められている施策『人・

農地プランの実質化』の説明がされ、「実質化した人・農地プランの対象地

区」の中心的経営体でなければ各種事業(補助事業など)の対象としていない

こと等の説明がありました。各地域でしっかり話し合いをしてプランを策定するよ

う促されました。

大分市集落営農法人連絡協 研修・交流会(意見交換会)

◎「実質化」の要件とは、「①アンケートの実施」、「②現況把握」、「③今後地域の中心となる経営体

（中心的経営体）への農地の集約化に関する将来方針の作成」 までの地域の話し合いのプロセスを

経て作成された5～10年を見通した地域農業ビジョンがあることとされる。なお、「地域」でくくれないJA

の生産部会等は「人・農地プラン以外の地域の取り決め等」に該当し、同様のプロセスを踏めば有効

との説明がされた。

以下の各種事業（補助事業等）を活用するには、「実質化した人・農地プランの対象地区」の中心

的経営体として位置づけられる必要がある。

a.スーパーL資金金利負担軽減措置や農業次世代人材投資事業(経営開始型)を受ける

b.強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、「先進的農業経営確立タイプ」「地域担い

手育成支援タイプ(旧経営体育成支援事業)」 を受ける

※詳細は、お近くの市町または地域振興局にご相談ください。







県域担い手サポートセンターでは、今後、今回の食品衛生法の一部改正に伴う研修会を開催する予定ですので、これらに該当する



、３法人による適格合併を果たすことにより、


